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1
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

物価高騰対策生活支援
ギフトカード配布事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町民の経済的負担の軽減を図るため、全町民を対象にギフ
トカードを配布し、消費の下支え等を通じた生活支援を行うもの。
②委託料一式
③委託料（総事業費）：112,939千円
　・ギフト券調達：8,000円×12,530人＝100,240千円
　・発送費用等一式：12,699千円
その他財源（12,699千円）：一般財源
④全町民

R8.2
R8.4
以降

2

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

給食費減免事業

①公立幼稚園及び小・中学校に通う園児・児童・生徒の給食費を免除することで、子育て世帯への物価高騰等に伴う経済的負担の軽
減を図る。
②給食費の減免に係る費用（教職員等を除く）
③給食費（総事業費）：32,696千円
　・幼稚園：10人×4,500円×11ヶ月（8月を除く）＝495,000円
　　※半額減額分：10人×△2,250円（4月分）＝△22,500円
　・小学生：392人×4,700円×11ヶ月（8月を除く）＝20,266,400円
　　※半額減額分：54人×△2,350円（4月分）＝△126,900円
　・中学生：203人×5,500円×11ヶ月（8月を除く）＝12,281,500円
　　※半額減額分：72人×△2,750円（3月分）＝△198,000円
　＝32,695,500円≒32,696千円
うち減免見込額：31,000千円
　・実施期間：令和7年4月～令和8年3月
　・免除額：幼稚園4,000円/月、小学生4,500円/月、中学生5,000円/月
　・幼稚園：10名×4,000円/月×11ヶ月（8月を除く）＝440,000円
　・小学生：392名×4,500円/月×11ヶ月（8月を除く）＝19,404,000円
　・中学生：203名×5,000円/月×11ヶ月（8月を除く）＝11,165,000円
　・免除見込額：31,009,000円≒31,000千円
その他財源（1,696千円）：一般財源
④町内在住で町内の公立幼稚園及び小・中学校に通う園児・児童・生徒を養育する保護者等

R7.4 R8.3

3

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰対策おこめ購
入子育て世帯支援事業

①米販売価格の高騰が長引く中、育ち盛りの子どもを養育する子育て世帯に対して、お米ギフト券を配布し家計への負
担の軽減を図る。
②需用費、役務費
③3,625千円
・需用費：3,228千円
　消耗品費（おこめギフト券 640世帯×5,000円） 3,200千円
　郵送用封筒等 28千円
・役務費：397千円
　通信運搬費 397千円
その他財源（1,075千円）：一般財源
④子育て世帯（18歳以下の子どもを養育する世帯）

R7.7 R7.12
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4
⑥農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

農業経営継続応援給付
金事業

①原油価格・農業用資材を含む物価高騰等に対し、本町農業の担い手である農業経営体等の経営の継続を支援す
る。
②役務費、負担金・補助及び交付金
③5,388千円
・役務費：88千円
　通信運搬費 88千円
・負担金・補助及び交付金：5,300千円
　265件×20,000円＝5,300千円
その他財源（1,564千円）：一般財源
④農業経営体

R7.7 R7.11

5
④消費下支え等
を通じた生活者
支援

住宅等防犯対策事業

①エネルギー・食料品価格の高騰等による影響を受けている生活者が空き巣や強盗等の犯罪を未然に防止し、今後も
安全・安心に暮らしていけるよう、防犯対策器具の設置等の経費の一部を補助するもの。
②役務費、負担金・補助及び交付金
③1,006千円
・役務費：6千円
　通信運搬費 6千円
・負担金・補助及び交付金：1,000千円
　20千円×50件＝1,000千円
④町内の住宅等の所有者、使用者

R7.12
R8.4
以降
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⑦医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

保育所等物価高騰対策
給付事業

①物価高騰に伴う保育所等の負担を軽減するため、光熱費（LPガス代）及び食材料費の価格上昇相当分を補助し、保
育所等の運営の安定化を図る。
②負担金・補助及び交付金
③656千円
・負担金・補助及び交付金：656千円
　光熱費（LPガス代）利用者1人あたり120円（3ヶ月）
　食材料費利用者1人あたり3,400円（3ヶ月）
その他財源（320千円）：県補助金
④町内保育所、学童保育所等

R8.3
R8.4
以降


